米国非営利病院の公益性に関する考察（1)　－コミュニティー・ベネフィット基準をめぐる政策論争を中心に－ by 高山 一夫
米国非営利病院の公益性に関する考察(1)
一一一コミュニティ・ベネフィット基準をめぐる政策論争を中心に一一
高山一夫
はじめに
本稿の課題は、米国の非営利病院に関する法制度、なかでもコミュニテイ・
ベネフィット基準をめぐる政策論争の経緯を整理することで、非営利病院が担
うべき公益牲とそれを支えるための望ましい政府規制のあり方について、考察
することである o
周知のように、株式会社病院が一定の地歩を占める米国では、医療機関の所
有形態に関する研究が精力的になされてきた。 Schl日singer(1998)によれば、組
織の所有形態は、当該組織を取り巻く多様な環境要因との相互作用を通じて、
組織行動上の違いをもたらすという。すなわち、営利組織と非営利組織を比較
する際には、それらが置かれた環境要因の違いを特定し、環境要因と所有形態
との関係を明らかにしなければならないといえる。ただし、どの環境要因がど
のように所有形態と相互作用するのかについては、さらに精査が必要としている。
組織の環境要因には様々なものが考えられるが、公益の促進という観点から
非営利病院の組織行動を考察する際には、まず何よりも非営利病院に対する法
制度、なかでもコミュニティ・ベネフィット基準に注目すべきである。そして
コミュニティ・ベネフィット基準が医療施設を公益団体として認定する要件を
定めるがゆえに、その検討を通じて非営利病院が持つべき公益性の内容をめぐ
る見解の相違、利害の葛藤についても考察することができようI)
近年わが国においても、医療法人制度改革の一環として社会医療法人制度が
新設され、救急医療等の不採算医療の提供を条件に軽減税率等が適用されるな
ど、医療施設の公益性に関する法制度上の整備が進められている。既存の医療
施設にとっても、これまで以上に地域医療を意識したマネジメントが要請され
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るであろう。その意味では、米国非営利病院のコミュニティ・ベネフィット基
準に関する考察は、わが国の医療制度改革論議において、あるいはひろく格差
拡大社会における社会資本の共同消費のあり方を検討するうえで、参考に資す
る点があるものと思われる。
I 非営利病院の法制度の概要
(1 ) 非営利病院とは
本稿で多用する「非営利病院」という用語は、法的には誤解を招きかねない
表現である。米国では、病院の公益認定と非営利法人格の登記とは、法律上は
全く別の事柄だからである。まず、法人法典は一般に州政府の所管であるのに
対して、公益認定は連邦政府(内国歳入庁)の管轄である(州政府が公益認定する場
合も連邦政府の認定に準ずる場合が多い)。次いで、法人格の取得が準則主義に基
づき容易に取得可能であるのに対して、内国歳入法(rnternalRevenue Code ;以下、
法)に規定される公益団体として認定されるためには、内国歳入庁による厳格
な審査をパスしなければならない。
公益団体に関する規定は、法501条(cX3)に設けられている。同条項に合致す
る団体だけが、公益団体(publiccharity)“)と認定され、連邦所得税免除や被寄付
金控除(病院への寄付金が所得税の計算上控除対象となる)といった特典が付与され
るo さらに、公益団体は外|及び地方政府においても財産税免除等の特典が得ら
れるほか、州政府が承認すれば、免税債券の発行を通じた低利の資金調達まで
もが認められている。
そのため米国では、法501条(cX3)に該当する公益団体をもって、「非営利組
織」とみなすのが通例で、ある3)I非営利病院」という名称も、もつばらこの公
益認定された民間の病院に対して用いられる。本稿でもこの慣例に従う。
表1は、非営利、営利及び公立という所有類型別にみた病院数及び構成比の
推移をまとめたものである。同表からわかるとおり、米国病院(軍病続その他の
特別な病院を除く)の6割、約3，000病院は非営利病院であり、営利病院の18%、
州及び地方政府立の23%を大きく引き離している。表には掲げていないが、総
病床数や一病院当り平均病床数でみても、やはり非営利病院の比重が突出して
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表1 所有類型別にみた病院数及び構成比の推移
病院数 1950年 1960年 1970年 1980年
l口込 言十 6，374 6，441 6，715 5，830 
民間非営利病院 3，250 3，579 3，600 3，322 
民間営利病院 1，470 982 858 730 
ナH・地方政府立病院 1，654 1，880 2，257 1，778 
構成比(%) 1950年 1960年 1970年 1980年
ぷ口込 言十 100.0 100.0 100.0 100.0 
民筒非営利病院 51.0 55.6 53.6 57.0 
民間営利病院 23.1 15.2 12.8 12.5 
州・地方政府立病院 25.9 29.2 33.6 30.5 
(J) 1950年から70年までの数値は、連邦政府立病院を除く全病院に関する数値である。
(2) 1980年から2005年までの数値は、 communityhospital に関する数Î~主である。
1990年 2005年
5，384 4，936 
3，191 2，958 
749 868 
1，444 1，110 
1990年 2003年
100.0 100.。
59.3 59.9 
13.9 17.6 
26.8 22.5 
出所) Am目 icanHospital Association， Hosti担1Slatistics，各年版より作成。ただし1950年から70年までの数値は、 U
s. Department of Commerce. H:臼toricalSI，αtistics 01 tl1e United States， 1976に依る。
いる。
他方、米国では株式会社立を含む営利病院の設立は禁止されていないものの、
非営利病院のような特典が付与されないこともあり、病院数は2割に届かない。
州及び地方政府立の公立病院もまた、 1970年代後半の地方財政危機以降、病院
数を大きく減らしている。
なお、連邦政府立病院はすべて軍関連の病院であり、一般市民に開放されて
いない。
(2 ) 非営利病院の公益認定要件
先に述べたように、公益団体には多くの特典が付与されるため、公益認定さ
れるかどうかは、病院の経営にきわめて大きな影響を及ぼす。
病院が法501条(cX3)に規定される公益団体と認められるためには、まず、財
務省規則 (TreasuryRegulations ;以下、規則)が定める 6項目のテストに合格しな
ければならない。このテストは、①組織テスト(公益目的の組織で乞るか)、②事
業テスト(事業内容の適切性)、③利害関係者への利益分配の禁止、④特定個人へ
の便益供与の禁止、⑤ロビー活動その他政治的活動の禁止、@関連する公共政
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表2 コミュニティ・ベネフィット基準の概要
1.地域理事会(communityboard) 
理事会や役員会が、病院管理者や医師、その他病院と関わりのある者だけで排他的
に構成されるのではなく、コミュニテイの有力者によって構成されていることo
2. オー プン・スタッフ市Ij(open hospital staf) 
患者を入院さぜ院内で治療する権利が病院に雇用されていない地域の医師にも与え
られていること{へ
3.救命救急部(EmergencyRoom)の開設
24時間の救命救急室(ER)を設置し、支払い能力に関わらず誰でも利用できる体制
になっていること同判。
4.その他患者の診療(ERand non-ER care) 
私費や民間保険、メデイケア、メデイケイドの別を問わず、支払い能力あるすべて
の者に対して、救急以外の診療が提供されていることo
5.慈善医療及び医学研究(charityand research) 
慈善医療や医学研究を通じて、地域の特定層にも貢献していること。
*病院が医師を直接雇用することを禁止する州もある。この場合、医師は別法人を設立し病院と診療契約を締結
する(CorporatePractice of M日Jicine)0 
* * 1983年通達により、 ERを際設しなくてよい場合もある。
策との調和という 6項目からなり、病院以外の非営利手掛誌にも共通に適用される。
病院の場合は、これらテストに加えて、内国歳入庁通達(RevenueRuling ;以
下、通達)4)が定める基準にも合致しなければならない。各種の通達のなかでも、
コミュニティ・ベネフィット基準(commu日itybenefit standard)を定めた1969年通
達69-545が最も重要であり、かつ、これから述べるように、非営利病院の公益
性をめぐる論争の焦点に位置している。
表2は、コミュニテイ・ベネフィット基準の概要をまとめたものである。通
達では、病院の公益性の根拠を「健康の増進J (promotion of health)というコミ
ュニテイ全体の便益に求めた上でミ)具体的な認定要件として、①地域理事会の
設置、②オープン・スタッフ制の採用、③救命救急部の設置、④医療保険加入
者の診療、⑤慈善医療等の提供などを求めている6)
本稿で注目したいのは、とくに③、④、①に係る医療困窮者の取り扱いにつ
いてである。通達では、救急患者については、支払い能力の如何を問わず、全
ての患者を診療することを義務付ける一方、救急、以外の患者については、無保
険者であれば診療を拒否してもよいとしている。また、救急患者の診療につい
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表3 コミュニテイ・ベネフィット基準をめぐる政策論争の経過
連邦病院調査・建設法(ヒル・パートン法)622条(1)において、連邦補助金の
1946年 交付要件として、「財務能力の範囲内で、支払い能力を欠く患者を診療する
ことJ を規定。
内国歳入法通達56-185の公布。病院調査・建設法と同じく、非営利病院に対
1956年 して、その財務能力の範囲内において支払L、能力を欠く者を診療することを
義務付ける。
内国歳入法通達69-545の公布。慈善医療の提供をコミュニテイ・ベネフイツ
トの提供に代置。具体的要件は、①理事をコミュニテイから選出すること、
1969年 ② ER(救命救急室)を開設し、救急患者の診療を拒否しないこと、③保険加
入者の診療を拒否しないこと等である(無保険者の診療は拒否してもよし、)。
また、健康の増進を公益目的と認める。
1974年
内国歳入法69-545に反対する訴訟において原告敗訴。 (506F.2d 1278， 
1278-89 (D. C. Cir. 1974) ， vacatcd， 426 U. S. 26 (1976) ) 
1983年 内国歳入法通達83-157の公布。病院の ER開設要件を緩和。
ユタナ|、iおよびパーモントナ，.，において州税の免税要件厳格化の動き。ユタナト|で
は最高裁判所が慈善医療の実際の提供をもって免税要件とみなすと判断(翌
1985年 年に住民投票により撤回)。パーモント州も同様。その他、 12ナ，.，で免税要件
の厳格化、 17州で非営利病続の優遇を不公正競争とみなす立法・判断が出さ
れる(~、ずれも実現せず)。
1989年 カトリック病院協会が socialaccountability Budgetを公表(コミュニティ・ベネフィット活動を計画・実施・公開する際のガイドライン)。
ニューヨーク州およびユタ州において非営利病院規制立法が成立。ニュー
ヨーク州では、病院は定款に定める公益の理念と目的に即して、コミュニテ
1990年
イ・サービス計画を策定し実施することが義務付けられた。ユタ州では、ナH
税制調査会が免税のための力イドラインを策定した。その主要な項目の一つ
は、非営利団体は免除された租税額を超える便益をコミュニテイに提供しな
ければならないとL、う規定である o
1990年
会計検査院が非営利病院は免税額にみあった便益をコミュニテイに提供して
いないと報台。
1991年 連邦議会で病院免税資格改革法案が提案されるも審議未了で廃案に。
テキサス州においてコミュニテイ・ベネフィット規制法が成立。非営利病院
1993年
は収入の一定額を慈善医療並ひ7こ減額診療に支出することが義務付けられる。
また、コミュニテイ・ベネフィットの実施状況について、外|医療政策局に年
次報告書の提出も義務付けられる o
1994年
クリントン医療保障法案において非営利病院の免税資格改革条項が盛り込ま
れる。
カリフォルニアリ，.，においてコミュニテイ・ベネフィット規制法が成立。病院
1995年 は、コミュニテイ・ベネフィットの実施状況について年次報告書を州医療計
画局に提出することが義務付けられる。
会計検査院が非営利病院のコミュニテイ・ベネフィットの実施動向を報告。
2005年 全米17州においてコミュニテイ・ベネフィット規制法が成立。連邦下院歳入
委員会にて非営利病段免税制度に関する公聴会が開催される。
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ても、あくまで救命救急室内での検査や処置に限定しており、精密検査や入院
治療などを病院に義務づけてはいない。
そのため、通達の解釈に対して、 4，600万人を超える無保険者を抱える米国
において、非営利病院の公益認定に無保険者や医療困窮者の診療は含めなくと
もよいのか、とし、う疑問が生ずるのは当然である O 事実、表3にまとめたよう
に、通達をめぐるこれまでの論争は、無保険者への慈善医療を焦点としてきた。
節を改めて、論争の経緯に迫りたい。
E コミュニテイ・ベネフィット基準をめぐる政策論争の展開(1)
( 1 ) 財務能力基準からコミュニティ・ベネフィッ卜基準ヘ
病院の公益認定は、もともとは支払い能力を欠く無保険者や医療困窮者に対
する慈善医療(charitycare ;無料ないし減額診療、単なる未収金は除く)の提供に基
づいていた。財務省及び内国歳入庁は、病院が公益目的に合致する根拠を、コ
モンローにおける「貧困者の救済J (the relief of poverty)に求めていたからであ
る。そして1956年の通達56-185では、「病院は、その財務能力の範囲内におい
て(tothe extent of its financial ability)、支払い能力の無い者をも診療しなければ
ならず、支払い能力のある者だけのために運営されてはならない?と明記する
など、慈善医療を病院の公益認定要件として重視していた。この通達は、非営
利病院に対して、その財務の許容する限りで惑善医療を義務づけたため、「財
務能力基準J (financial ability standard)と呼ばれる。
財務能力基準は、 1946年に制定され、第二次大戦後における米国病院の質量
両面での発展に寄与した病院調査・建設法(通称ヒル・パートン法)とも整合する。
同法では、病院の建設や増床に対する連邦政府補助金の交付要件として、やは
り同様の財務能力基準を設けていた。すなわち、慈善医療の提供を条件に、租
税免除と補助金交付との両面から、非営利病院に対する政府補助が制度化され
たといえる8)
ところが、 1959年の規則的において、突然、公益性の根拠が「貧閏者の救
i済斉」カかミら「一般に妥当とされる法自的5定義J (ほg伊伊抑e白ner
変吏された。しかも、通達は規則よりも下伎の行政法であるから、 1956年通達
75 ( 182) 
米国非営利病院の公益性に関する考察(l)
も規則に合わせて改定すべきであるところ、内国歳入庁は56年通達をそのまま
有効であるとした。公益目的の法的根拠と公益認定の具体的要件とが議離した
わけである O
規則の変更と56年通達の温存について、その経緯は明らかでは沿い。しかし、
Fox and Schaffer (1991)は、当時の担当者へのインタビューもふまえて、一方
では公益性をコモンロー上のより広い意味で定義せよという法曹界や議員から
の非難があり、他方では病院を他の公益団体とは別に扱うべしと主張する病院
団体側の圧力もあって、錯綜した状態が続いたのだろうと推測している 10)
規則と通達の不一致は、 1969年の通達69-545において解消された。 69年通達
では、 56年通達が示した財務能力基準を破棄し、現行のコミュニテイ・ベネフ
ィット基準に代置することが示された。 69年通達において、内国歳入庁は、次
のように説明する O
「健康の増進は、貧困者の救済や教育、宗教の振興と同様、公益に関する一
般法において、公益目的のひとつをなすといえる。ここで公益とは、コミ
ュニティ全体の便益(beneficialto the community as a whole)とみなされるもの
であり、たとえその活動によって直接便益を享受するクラスがコミュニテ
イのすべての成員、例えば貧困者を含んでいないとしても…(中略)…公益
目的に合致するといえる出
1969年通達では、規則の解釈に従って非営利病院の公益認定を貧国者の救済
から健康の増進に求めたのみならず、さらに踏み込んで、慈善医療を提供しな
い病院で、あっても、「健康の増進」に合致するのであれば、公益認定されると
まで述べている。かくも解釈が一変した理由を探るためには、医療制度をめぐ
る当時の状況を振り返る必要がある。
( 2 ) 1969年通達の政治的背景
公益認定の基準変更を促した最も大きな要因は、 1965年社会保障法改正によ
るメディケア及びメデイケイドの創設である。メデイケア及びメデイケイドは、
ときのジョンソン政権における「貧困戦争」政策の一環として、高齢者や低所
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得者といった無保険に陥りやすい人々に公的な医療保障を提供することを目的
とした。そのため、制度が適切に運営されれば、慈善医療の対象となるべき無
保険者が存在しなくなると考えられたのである O
実際、 1969年通達の実質的な責任者であった R.Brombergは、 65年社会保障
法の成立以降、米国病院協会や保健教育福祉省の関係者に対して、新しい公益
認定要件づくりのために、積極的なインタビューを行っていた。なかでもメデ
イケア及びメデイケイドの設計者である W.J. Cohenから、無保険者は今後急
速にいなくなるとの見通しを聴くにおよび、同様の主張を内国歳入庁内で繰り
返し、通達改正に向けた合意を取り付けたという 12)
Brombergの主張は、病院団体によっても支援された了)このことは、四69年
税制改革法の立法史において確認することができる。同法は、脱税目的の財団
設立等を規制し、あわぜて非営利組織全体に対する公益認定要件の厳格化を企
図した税制改正法である。原法案において、財務能力基準に基づく慈善医療の
提供が認定要件とされたことに対して、米国病院協会の会長M.Berkeは、下
院歳入委員会の公聴会の席上、次のように反論した。
「保健医療システムは、他の民間非営利セクターとは違って、支払い能力を
欠く、あるいは支払う意思の無い患者をも、治療している O 他の非営利セ
クターでは、そうした者らにはサーピスを提供しなくともよいとされる。
しかしコミュニテイ・ホスピタルは、公共の責任を果たすために、そうし
た行動はとらない。支払い能力にかかわらず医療を受ける権利は、コミュ
ニティ全体に拡大されるのであり、それゆえにまた、コミュニティ全体で
そのコストを分かち合わねばならない出
病院協会の主張は、次の二点にまとめられる。第一に、現行の公益認定制度
が不公平だという指摘である。 Berkeは、大学ならば授業料を払う者しか受け
入れなくても公益団体とされるのに、どうして病院だけが無保険者の診療を義
務付けられねばならないのかと、苦言を呈している。そして第二に、無保険者
の診療拒否に関して、たとえある病院が拒否したとしても、別の病院が受け入
れるだろうから、コミュニティ全体で考えれば問題は生じないと主張する O
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この主張は下院歳入委員会の了解を得ることとなり、 1969年税制改革法案は、
慈善医療義務に係る条項を削除した修正法案(H.R. 13270)として、下院を通過
する。修正法案を送付された上院財政委員会の側は、 r~支払い能力にかかわら
ず受療する権利』がコミュニテイ全体に拡大されるとは限らない?と病院協会
の主張に反論し、修正法案の破棄と69年通達の撤囲を求める委員会報告書を提
出したものの、両院協議会を経て、最終的には下院修正法案の中身で1969年税
制改革法は成立、通達69-545も有効であることが確認された。
( 3 ) 基準変更の社会的反響
内国歳入庁や連邦議会の議論とは裏腹に、メディケア及びメデイケイドは数
年を待たずして医療費支出の高騰に苦しみ、早くも1970年代には無保険者の解
消ではなく医療費抑制へと政策目標が転換されることとなる。
同時に、無保険者や医療困窮者の団体によって、基準変更をめぐる係争が頻
発する。 1971年には、医療困窮者の福祉団体EasternKentucky Welfare Orga-
nizationsが、非営利病院に医療困窮者の診療拒否を認めたとして、財務省及
び内国歳入庁を相手に訴訟を提起した。
原告側は、「内国歳入庁は、民間非営利病院が貧困な患者を公立病院に搬送
すること一一~ダンピンぬというあまり優雅でない名称で知られる一ーをや
めさせるように、免税の条件を整えるべきである了)ことを求め、病院の公益認
定は、貧困者の診療実績に基づくべきだと主張した。
一審を担当したコロンピア特別行政区・事実審裁判所は1969年通達を無効と
し、 56年規則に則って病院に免税資格を付与することを内国歳入庁に命じるな
ど、原告に有利な内容の略式判決(ωs針刊削u別 Il
直ちに控訴し、 1969年通達を担当した Brombergがコロンピア特別行政区巡回
裁判所において、次のように抗弁した。
「過去10年聞におけるメデイケア、メデイケイドの創設と医療保険の急速な
普及とによって、病院で無料ないし減額診療を必要とする貧困者は大幅な
減少をみた。まさに通達56-185が通知されて以降、貧困者の減少が現実に
なったのである。…(中略)…それゆえ、公益目的を限定せねばならない理
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由も、大方消失したといえる自
Brombergの弁論は、明らかにメデイケア及びメデイケイド創設による医療
困窮者の解消という楽観的見通しに立脚するものである。制度創設後の状況に
照らして判断すべき余地が存するにもかかわらず、控訴審はこの抗弁を受け入
れ、さらには具体的な損害の立証ができないばかりか、通達の撤回によって原
告の損害が回復する合理的理由もないとの理由で、一審判決を破棄した。 1969
年通達が裁判においても正当化されたわけである19)その後、原告らは連邦最高
裁判所に上告するも1976年に同じ理由で棄却され、判例として確定した。
国 コミュニティ・ベネフィット基準をめぐる政策論争の展開(2) 
( 1 ) ユタ州最高裁判決の衝撃
コミュニテイ・ベネフィット基準に対する新たな批判は、 1980年代後半より、
免税を間接的な補助金交付とみなす租税補助金(taxexpenditure)の立場から加え
られた。公益目的が何であるにせよ、課税の公平という観点から、免税団体は
その免税額に見合った便益を提供しなければならないというので、ある20)非営利
病院がコミュニテイに提供する使益とは具体的に何であり、それが免税を正当
化するに足りるものであるかどうかが、次の政策論争の焦点となった。
1985年のユタ州最高裁判所判決は、こうした新たな批判の幕を開けた事例で、
ある。 2つの病院に対する州税免除特典の付与をめく守って争われた裁判におい
て、ユタ州最高裁判所は、州憲法13条2項における財産税免除の条文を、次の
ように解釈した。
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「財産税の免徐は、間接的な補助金として授与され、通常は州が実施すべき
事業やサービスを公益団体が引き受ける際の代償として正当化される O ま
た、別の裁判所が用いた同ーの解釈では、免税は、政府の負担を軽減する
ことに加え、それら団体の活動がコミュニテイの価値や理念の向上に寄与
することにより、認められるとした。この学説に従えば、コミュニテイが
受け取る利益は、免税による歳入の損失を相殺するものとみなされる。...
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(中略)・・・団体がユタ州憲法において財産税を免除されるのは、それが公益
の定義に合致するか、またはその財産が公益目的のみに使用される場合に
限られる。この定義の本質は、コミュニテイに対する贈与である2
判決は、公益をコミュニテイに対する「贈与の行為J (act of giving)と解釈し
たうえで、非営利病院の公益認定の具体的要件を、慈善医療の提供実績やそれ
を通じた政府の医療扶助負担の軽減に求めた。課税の公平という観点から、非
営利病院に対して、免税という租税補助金に見合った貢献を具体的に示すよう
求めたわけである O
医療界の注目を集めたこの判決は、住民投票によって翌86年に撤回されてし
まう。しかしながら、同種の係争がパーモント州はじめ13の州に拡散し、つい
に1990年に会計検査院が非営利病院に関する調査報告書を公表、翌91年の第
101議会において病院免税資格改革法が上程される事態に至った。
( 2 ) 1990年病院免税資格改革法案における審議
1990年に会計検査院が公表した報告書では、調査した 5つの州において、①
収入に対する未f賞還医療費の比率が非営利病院は4.8%しかなく、公立病院の
7.6%は無論、営利病院の5.2%と比べてさえ小さいこと(表4)、②調査した非
営利病院の15%において、慈善医療の提供額を免税で免れた税負担より小さく
することによる利益が生じていること、③未償還医療費が免税額を下回る病院
では、利益率が同一地域の病院平均を倍以上も上回ること、④未償還医療費の
負担は特定の病院一一多くは都市部に立地する教育病院一ーに集中する傾向に
あることなどを、明らかにした。そして報告書は、通達69-545を撤回し、病院
の公益認定は、メディケイド受給者の診療、貧困者に対する無科診療、その他
恵まれない立場にある人々の健康状態の改善といった数量的な実績に基づ、くべ
きだと主張した23)
報告書の結果を受けて、会計検査院に調査を求めた E.R. Roybal下院議員
(民主党、カリフォルニア選出)らは、非営利病院の公益認定制度を改革する法案
(H. R. 790)を議会に上程した24)法案の骨子は、公益認定を希望する病院に対し
て、①免税額の50%に等しい額の「適格慈善医療」を提供するか、または、②
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表4 所有類型別の未償還医療費(1988年)
未払医療費
病院数 品全 額 1病院当り 総1;(入比
(10億ドル) (100万ドル) (%) 
非営利病院 3，440 8.4 2.4 4.8 
営手IJ病院 1，149 1.4 1.2 5.2 
什|・地方立病院 1，849 4.8 2.6 7.6 
1口込 計 6，438 14.6 100.0 
注) 調査地域はアイオワ、ミシガン、ニューヨー夕、カリフォルニ了、 7ロリダの5州である。
1¥所) GAO(1990). p.12. Table 1.1.(原資料はAHA(1988))
免税額の35%以上の「適格コミュニテイ・ベネフィット」を提供することを義
務付ける等、公益認定のための数値要件を設定することである。法案は1991年
2月に各種委員会(下院エネルギー・商業委員会保健・環境小委員会、下院歳入委員
会)に送付され、同年7月10日には下院歳入委員会にて公聴会が開催された25)
公聴会では、汁|や地方政府の代表者が法案に賛成する証言を行った。例えば、
全米カウンティ協会議長の B.Shipnuckは、公立病院を開設・運営するカウン
テイの立場から、非営利病院の免税措置に対して、率直な疑問を提起する。
「カウンテイは、 30以上の州において、貧困者に医療を提供し、あるいは財
政的な支援することに、法的な責任を有している。我々は、公立病院やヘ
ルスクリニッ夕、その他の医療機関への支払い等を通じて、貧困者に医療
を提供しており、センサス局の調査によれば、病院の運営や医療サービス
に年間180億ドルも支出している…(中略)…郡の担当官の多くが抱く疑問
は、次の二点である。第一に、免税病院は本当に、支払能力欠落者に医療
提供している地方政府の負担の軽減に寄与しているのか。そして第二に、
地方政府はその活動に見合った歳入を得ているのか、ということだ出
非営利病院は政府の負担軽減に寄与しておらず、不当に課税を免れていると
する証言に対し、米国病院協会会長J.W. Owenは、病院業界は1989年に総計
89億ドル、総費用の約 5%を無料診療に充てたと述べ、次のように反論した。
69 ( 188) 
米国非営利病院の公益性に関する考察(1)
「これらの提案は、医療匝窮者の問題解決の負担をもっぱら病院に押し付け、
制度全般にわたる解決策から目をそらせるものである…(中略)…世の中に
はフリーランチもフリーケアもない。病院は薬剤購入費を支払い、看護師
に給与を支払わねばならず、さらに無保険者の診療コストを民間保険に転
嫁することも難しくなっている O 病院に対する要求が病院のもつ経営資源
を大きく上回っていることの確かな証拠がある己
今回、病院協会は、従来の主張から一転して、無保険者問題は医療保障の問
題であり、病院側に費用転嫁すべきではないと主張している。以前の主張がメ
デイケア及びメデイケイドの拡充を根拠にしたとすれば、今回はメデイケア及
びメデイケイドの不十分さを追及するものである O いずれも無保険者の医療ア
クセスに対する病院側の主体的な責務という観点に乏しい。
他方、財務省・内国歳入庁の側は、法案に対して全く別の視点から反論を行
った。財務省次席書記官補M.].Graetzは、公聴会で次のように証言する O
「我々は、病院の免税資格を評価するうえで、提案された慈善医療基準より
も、現行のコミュニテイ・ベネフィット基準の方がより適切であると考え
ている。コミュニテイ・ベネフィット基準は、健康の増進を公益目的とみ
なす年来の主張を反映しており、また公益目的を実現するためには多様な
手段がありうることを認めている O 連邦税法のもとで民間非営利病院と公
立病院を等しく扱うことで、コミュニテイ・ベネフィット基準は、政府の
活動に対する多元主義的なオルタナテイブを支えているのである。免税制
度の基本的な存在理由は、この点に求められるご
ここでは、コミュニテイ・ベネフィット基準による公益認定の正当性を、医
療供給における多元主義一一公私ミックス論 に求めている。租税補助金の
立場からする批判に対して、多元主義というアメリカ的価値観を対置したわけ
である。
じつは、財務省が行ったこの主張は、 1947年病院調査・建設法の審議の際に、
民間非営利病院に対する連邦補助金の交付を正当化するために病院協会が主張
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した議論と同一である o 当時、公立病院中心の医療供給システムの構築をめざ
したトルーマン政権に対して、米国病院協会は、こうしたシステムは社会主義
的であり、市民の自発的活動という理念を体現する民間の非営利病院を育成・
支援することこそが米国の価値を守ると反論したのである:九だし今回は、病
院団体ではなく財務当局が主張した点が異なるのではあるが。
議会では10を超える修正案が提出されたものの、法案は結局、審議未了のま
ま廃案となる。画一的な公益認定ルールに係る技術的な困難や既発免税債券の
取り扱い等の問題点が指摘されたことに加え、米国医師会や全米州知事会が財
務省の権限拡大を嫌悪する立場から法案に慎重な姿勢を崩さなかったことが、
審議の混迷をもたらした政治的要因である。また、第102議会での審議と前後
して、危機感を強めた病院団体がコミュニテイ・ベネフィットの理念を具体化
し、コミュニテイへ積極的に情報開示するなどの自主的な取り組みをはじめた
ことも、その一因として指摘できよう 30)
( 3 ) 州コミュニティ・ベネフィット規制立法の拡がり
連邦議会での審議とは対照的に、州レベルで、は独自のコミュニティ・ベネフ
ィット規制立法が相次いで、成立をみた。 1990年のニューヨーク州を皮切りに、
ユタ州、テキサス州、カリフォルニア州、メリーランド州など11の州で規制法
が成立し、また、マサチューセッツ州では立法こそ見送られたものの、州政府
がガイドラインを発して病院に自発的な取り組みを促した31)
表5は、テキサス州におけるコミュニティ・ベネフィット規制法(TexasNon-
profit Hospital Community Benefits Law)の概要をまとめたものである O 同州では、
コミュニティ・ベネフィットの範囲については健康の増進に係る各種の保健活
動を含める一方、州税免除の認定においては貧困者や医療扶助受給者に対する
慈善医療について数値要件を設けており、いわば1956年通達と69年通達とを混
合した形式になっている。
1993年に成立したテキサスナ1'コミュニティ・ベネフィット規制法の立法史は
詳らかではないが、 2005年の公聴会資料によれば、同ナi'Iの病院業界も立法を支
持したとあり、法の施行後、非営手Ij病院の慈善医療支出(未収金は含まない)は5
億7，300万ドルから16億4，800万ドルへと1.5倍に増加、対医業収益比で6，04%
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表5 テキサス州におけるコミュニティ・ベネフィット規制法
(1 )コミュニティ・ベネフィットの定義
慈善医療に要した未償還費用、公的医療扶助、寄付、医学教育・研究、公的医療プ
ログラム、保健サーピ‘スへの補助
(2 )免税のための要件
① Reasonableness Standard 
慈善医療1)と公的医療扶助2)を合理的な水準で提供すること
② 100% of Tax-exempt Benefits Standard 
慈善医療1)と公的医療扶助2)をナト1.地方税免税額に等しい額だけ支出すること
③ Charity are and Communi 
慈善医療1)とコミュニティ・ベネフィット 3)を純収益の 5%以上支出し、うち前
者を4%以上、後者を 1%以上支出すること
(3 )罰則
年次報告書の作成義務違反は罰金
免税要件を充足できない病院については、毎年、外|の司法長官および監査官に報告
がなされる。
1) 慈善医療とは、貧困者の診療で発生した未償還費用をいう。貧回者の定義は各病院で定めてよいが、連邦貧困
基準の200%を下回ってはならない。
2) 公的医療扶助とは、メデイケイドその他の公的医療扶助受給者の診擦で発生した未償還費用のこと。
3) 健康診断、健康教育、医学研究・教育などの地域貢献事業のこと o
出所) GAO(2005)、pp.18&24
から9.65%に上昇したという 32)メキシコと国境を接し、季節労働者や不法移民
など数多くのヒスパニック系住民をかかえ、無保険者や医療困窮者の医療問題
が米国内でもきわめて深刻な州であることが、規制法の社会的背景として指摘
できょう o
ただし、テキサスのコミュニテイ・ベネフィット規制法においても罰則の規
定は緩やかであり、法の施行後に免税資格を取り消された事例はない。同じく
罰則規定を有するユタ州及びペンシルベニア州においても、事情は同様である。
他の州では、病院に対してコミュニテイ・ベネフィット活動に関する年次報告
書の作成と公聞を病院に義務づけるにとどまる。
その意味では、コミュニテイ・ベネフィット基準を州レベルで具体化し、非
営利病院に慈善医療の提供を促す取り組みは、いまだその端緒をなすにすぎず、
今後の動向を見守らねばならないといえよう O
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おわりに
本稿では、病院を対象とした研究であるにもかかわらず、医療制度ではなく
税制度をとりあげた。非営利病院を実体的に規定する制度が、なによりも内国
歳入法上の公益認定にかかっているからである O そこで明らかになったことは、
現行のコミュニテイ・ベネフィット基準のもとでは、米国の医療システムが抱
える最大の問題である無保険者の医療アクセスを改善するうえで、非営利病院
が必ずしも有効に機能していないことである O 非営利病院は、まさにサラモン
のいう「信頼性の危機J と「有効性の危機」に直面しているわけで‘ある33)
とはいえ、非営利病院のコミュニテイ・ベネフィット活動については、慈善
医療以外にも、地域保健活動や医学教育・研究協力、地域理事会による戦略的
意思決定など、さまざまな側面から考察する必要がある。コミュニテイ・ベネ
フィット基準の有効性も、そうした活動実態をふまえて評価する必要がある O
これら多様なコミュニテイ・ベネフィット活動の実態については、次稿にお
いて、これまでの実証的知見並びに独自調査の結果をふまえて、明らかにする
予定である。
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追記
本研究は、 2006年度京都橘大学学術奨励研究(課題番号06001)の一部をまとめたも
のであるo
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注
1) 2005年の第109議会においても、非営利セクター全般にわたる公聴会の一環とし
て、非営利病院に対するコミュニティ・ベネフィット基準が取り上げられた。 The
Tax-Exenψt Hospit.α1 Sector， Hearing before the U. S. House of Representatives守 109th
Congress， pt session， May 26， 2005， Serial 109-17. 
2) 'charity'の訳語について、米国のコモンローおよび内国歳入法における合意が通
常の意味での「慈善」よりも広いため、本稿では「公益」と訳出した。法律用語と
しても、‘charity'は「公益信託」 英医の公益ユース法(Statuteof Charitable 
Uses， 1601， 43 Eliz. 1， C4.) に起源を求めうるという。
3)詳しくは IndependentSector (2002)， Tlie New NOllprofit AII1l削町 &Desk RefereJlce， 
Urban Instituteなどを参照。
4)内国歳入庁通達とは、内国歳入法や財務省規則に関する行政通達であり、主に法
令等の解釈や具体的事例への適用等につき説明を行う。
5) じつは財務省規則で、は「健康の増進」は公益目的として明記されていない。しか
し米国では「公益」を規則に制限列挙されるもののほか、一般的に妥当とされる法
的定義であると裁判所が認めたものを含めると解釈しているため、後で触れる最高
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裁の判決を根拠に、「健康の増進」も公益目的であるとみなされている o
6)より詳細な規定に関しては、内国歳入庁が実務家向けに提供しているテキスト
(Health Care Proυider Rej的 HceGlIide， 2004 EO CPE Text)を参照のこと。
7) Revenue Ruling 56-185， 1956刊1.C. B. 202. 
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院産業と公共性~ (学位論文、未公開)にまとめた。
9) Treasury Regulations 1.501(cX3)ーl(dX2) 
10)同じ Foxand Schaffer (1991)によれば、そもそも財務省が税法上の公益の定義
を「貧困者の救済」に限定したのは1923年規則においてであるが、その理由も不明
であるという。議会で審議に付される内田歳入法の改正とは異なり、行政通達である
財務省規則や内国歳入庁通達の改変理由は、あまり明確に説明されないことが多い。
11) Revenue Ruling 69司545，1969-2 C. B. 117.なお、クラス (class)とは、共通点をも
っ一定範囲の人々を表す法律用語である。
12) Fox and Schaffer， pp.261-262. 
13) Fox and Schafferは、直接的な証拠はないものの、「病院産業が Brombergを説得
し、そして彼を通じてその上司たちに、いずれ無保険者はいなくなると説得した」
と評している。 Ibid.，p.262 
14) Testimony on Medicare before the C凹nmitteeon Ways and Means， 91 st Congress， 
1 stSession， Oct. 28， 1969， in Medica陀 αHdMedicaid: Problellls， IsslIes， aHd Altema 
tives， Report of the Staff to the Committee on Finance， United States Senate， Commit-
tee Print S362-2， 1970， p.57 
15) Ibid.， pp.57-58 
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17) Potter and Longest (1994)， p却 3
18) Ibid. pp却 3-404.
19)なお、控訴審のこうした判断に対して、 Foxand Schafferは、 1969年通達のとき
と河様、「控訴審の判事の多くが、地方裁判所とは反対に、病院の歴史や貧困者医
療に対する歳入規則の意義について、 Brombergの弁論をそのまま受け入れた」と
評している。 Foxand Schaffer， p.270. 
20)繰り返し非営利病院に対する特典付与を「不公正競争」だと訴えてきた営利病院
の業界団体にとっても、都合のよい議論である。
21) Havighurst， etal. (1998)， pp沼 2-323.
22)未償還医療費(u町 ompensatedcare)には、本来の慈善医療(charitycare)の他、営
業上の未収金(baddebt)が含まれる。
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